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市区町村名 群馬県太田市 

担当部署 福祉こども部 こども課 

電話番号 0276-47-1942 

所属メール 020530@mx.city.ota.gunma.jp 

 

１ 取組事例名 

給付金から生まれた DX化の種 ～まずは自分たちのために～ 

 

２ 取組期間 

・令和３年度～（継続中） 

 

３ 取組概要 

〇給付金支給事務の全面改正 

 従前のやり方はすべて無視し電子申請による「ＤＸ化」。 

単に電子申請させるだけでなくデータをフル活用。 

申請内容をシステムに入力することなく、申請データから直接支払いデータを作成。 

 支払通知も紙いらず、電子申請で登録されたメールアドレスに一斉送信し、約 3,000 件の

通知送信を 10分で終了。 

 令和 3 年度の「子育て世帯臨時特別給付金」の支給からスタートし、令和 4 年度、5 年度

と実施された給付金の度に手続きをブラッシュアップし、事務量と支給までに要する時間の

減少を続けている。 

 

〇給付金事務を起爆剤とし、他の業務の DX化を推進 

 給付金事務で醸成された DX化の機運を更に高め、他の業務に展開している。 

 児童手当や給食費助成事業などで電子申請、OCR、RPA、SMS通知を標準化し、電子申請

に馴染まない児童扶養手当でも受付、審査など可能な部分で DX化を実施。 

窓口来客数の大幅な減少と、時間外勤務の令和 3年度比較 90％削減を達成している。 

年  度 給 付 金 支給件数 国通知 初回支払日 
支払までに 

要した日数 

令和３年度 
子育て世帯 

生活支援特別給付金 
2,982 R3.5.28 R3.7.30 ６３日 

令和３年度 
子育て世帯 

臨時特別給付金 
20,890 R3.11.26 R3.12.27 ３１日 

令和４年度 
子育て世帯 

生活支援特別給付金 
2,959 R4.5.24 R4.6.29 ３６日 

令和５年度 
子育て世帯 

生活支援特別給付金 
3,511 R5.4.10 R5.4.26 １６日 
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４ 背景・目的 

〇令和３年度子育て世帯生活支援特別給付金支給事務における、前例踏襲型のアナログかつ非

効率事務による時間外勤務の発生、職員の疲弊を受けて改善策を検討。 

〇給付金事務において最も重要な正確性とスピードを両立する新たな方法の確立。 

 

 

５ 取組の具体的内容 
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６ 特徴（独自性・新規性・工夫した点） 

 申請を電子化することは簡単であったが、電子申請の効果を活かすための工夫が必要であっ

た。従来は申請者情報や口座情報を電算システムに入力し、電算システムから支払用データを

抽出していたため、事務作業に大量の時間がかかったが、その工程を不要としたことで、大幅

な作業時間の減少に加え、ヒューマンエラーも防ぐことができた。 

電子申請は目的ではなく、そこから生まれた工程の変更と職員のスキルアップが最も大きな

果実となった。 

また、DX化の機運を一過性のものとしないため、「事務の DX化」を係の目標に位置付け、

現在でも新たな試みを続けている。 

 

 

７ 取組の効果・費用 

 

 令和３年度の給付金事務では上記のような効果が認められた。 

 その後の給付金事務及び係の給付事務においても電子申請、SMS 通知を標準化し、同時に

事務様式、工程の見直しを実施した。 

 その結果、令和 5年度の給付金事務以外での電子申請実績は 5,000件を超え、時間外勤務

も令和 3年度比 90％の削減となった。 

また、窓口対応と時間外勤務の減少により、職員のワークライフバランスを整えることがで

きた。 
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８ 取組を進めていく中での課題・問題点（苦労した点） 

 給付金のような単発の業務においては、大きな問題はなかったが、その後他の事業に展開す
るにあたり未だ課題は残っている。 
基幹となる電算システムの仕様によるが、データの取り込み機能がない場合、結局システム

への入力作業が必要となるため、継続的な事業においては電子申請の利点を活かしきれていな
い。 
 また、申請によってはマイナンバーを必須とするが、マイナポータルを経由した電子申請以
外ではマイナンバーを取り扱うことができない。 
 マイナンバーカードの普及は進んでいるものの、国主導のぴったりサービスは実務上は利用
しやすいとは言い難く、むしろ DX化の障害となっている。 
 

 

９ 今後の予定・構想 

 現在は電子申請に加え、SMS による通知を標準化し、更なる事務の効率化を進めている。

ただ、現在は庁内各課で得た情報を共有化できておらず、十分な活用ができていない。 

 今後は、各課で取得した電話番号、メールアドレスや口座情報などを庁内で共有出来る仕組

みづくりとデータベース化が必要と考えている。 

 

１０ 他団体へのアドバイス 

 現在は多くの自治体で進められている DX化ですが、それ自体は目的ではなく、仕事の構造

を変えることが目的と考えています。DX化は特別なことではなく、自分たちの仕事を楽にす

るツールであり、結果的に市民サービスの向上に繋がるものです。 

 また、電子申請の普及により、市民の反応や様子が見られなくなったとも感じています。 

電子メールによってご意見を頂き回答することも多くなりましたが、本旨が伝わっているか

不安に感じる事もあります。 

現在も様々な事務において DX化を進めていますが、業務内容によりアナログ手続きとの併

用を検討することが必要であり、「DX化」に踊らされない注意も必要と考えます。 

 

１１ 取組について記載したホームページ 

 

 


